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占めている。例えば、山東省のある市の人民法院では、2000 年 1 月から 2004 年 9 月まで、





















近年、最決平成 15 年 5 月 1 日（事例⑨）、最決平成 17 年 11 月 29 日（事例⑪）および


































































湾地区刑法に受け継がれている 1928 年および 1935 年「中華民国刑法」があり、この時代
は、日本現行刑法の内容に接近した時期であったといえる。しかしながら、中国革命根拠
地刑法時代における共同犯罪規定は、関与者の相応の役割によって共同犯罪者を処罰し、
「脅迫を受けた者」を一般の従犯と区別しており、こうした立法方式は、中国の旧刑法お
よび現行刑法にとって貴重な経験を提供したことが明らかとなった（第一節の二）。1979
年刑法典から 1997 年現行刑法典までの修訂草案は、主犯に関する規定を多少変更したが、
基本的に、1979 年刑法典の共同犯罪規定をそのまま継受した（第一節の三）。そして、中
国現行刑法典は、犯罪の関与者を、主犯・従犯・脅従犯・教唆犯に分け、各関与者が共同
犯罪において「果たした役割」によって主犯・従犯を区別している。中国現行刑法におけ
る共同犯罪規定およびその理論につき、共犯者を役割分担によって主犯・従犯に区別する
こと、犯罪集団の定義づけや犯罪集団において、組織・画策・指揮の役割を果たした者（黒
幕・中心人物）を特別扱いすることは、特に慎重を期すべきであろう。さらに、中国現行
刑法理論においても、主犯と従犯を区別するのに必要とされる「主要な役割」と「副次的
な役割」との判断基準を究明することが求められている（第二節）。以上に加えて、第三
節では、事例㊸～㊽を検討した。中国の実務は、各事案に応じ、関与者の共同意思形成へ
の影響や、共同犯罪への関与の程度、結果発生への働きなどによって「重要な役割」と「副
次的な役割」を判断している。ここから、中国の共同犯罪理論によって、日本の「共同正
犯と従犯の区別理論」を検討したとしたら、いかなる示唆を得ることができるのか、とい
う着想を得た。 
そこで、第四章第一節では、第一章で検討した日本の判例における共同正犯と従犯に関
する事案を、中国の共同犯罪理論に照らして再検討した。まず、共謀共同正犯に関する事
例につき、事例①～④は、各共同犯罪において「主要な役割」を果たしたことから、一般
の主犯（類型Ⅱ）となり、各人が関与した犯罪によって処罰され、結果的にこれは日本の
判例の結論と同じであることが明らかとなった。また、事例⑥と⑧に関しては、複数の被
告人には共同犯罪が成立するが、これらはすべて主犯となるわけではなく、各人が果たし
た役割によって、主犯か従犯となる。そのほか、事例⑤、⑨～⑪は、各事案の被告人が犯
罪集団の「首要分子」であるため、特殊な主犯（類型Ⅰ）となり、各事件のけん銃等の携
帯所持の主犯として罪責を負うことになる。事例⑦については、日本の判例と異なる結論
となり、「補助的な役割」を果たしたことから、従犯にとどまることになる。つぎに、実
行行為を行う従犯に関する事例につき（事例⑫～⑳）、中国共同犯罪理論は、形式的に実
行行為を行った者に対して、――その論理は異なるものの――日本の判例と類似した結論
に至っている。そして、見張り行為については（事例㉑～㉙）、ほとんどが日本の判例と
異なる結論に至り、従犯になることが明らかとなった。 
以上の検討に基づき、第四章第二節では、共同正犯と従犯の区別理論として、「重要な
役割説」を出発点として、「重要な役割説」のさらなる具体化・精緻化を試みた。実行行
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為を行わずに共謀に関与した場合は、関与者が犯罪の実現に対して、組織・画策・指揮の
うち、いずれかの役割を果たした場合は、犯罪実現のプロセスにおいて実行の分担に匹敵
しまたはそれ以上の役割（重要な役割）を果したと認定することができるため、共同正犯
が成立する。「副次的な役割」しか果たさなかった者は従犯となる。いわゆる「実行行為
を行う従犯」の場合は、自らの意思に基づき、基本的には、実行行為を行う者が重要な役
割を演じたものであるとして共同正犯が成立する。「見張り行為」を行った場合には、基
本的には、犯罪実現のプロセスにおいて、副次的（補助的）な役割しか果たさなかったた
め従犯となる。しかし、見張り行為が実行行為の一部とされる場合は、犯罪実現のプロセ
スにおける組織・画策・指揮のうち、いずれかの役割を果たした見張り行為と認められれ
ば、共同正犯になるといえる。 
以上、本稿は、日本刑法と中国刑法の共犯理論における判例・学説を分析することで、
共同正犯と従犯の区別基準を明らかにした。もっとも、共犯として可罰的な者の限界づけ
について、教唆犯論は、特に避けて通ることのできない課題である。共同正犯と教唆犯の
限界づけや、教唆犯と従犯の限界づけについては、本稿では検討を行うことができなかっ
た。さらに、日本と中国で現在も議論となっている、過失犯の共同正犯に関する問題や、
不作為による共犯の問題、中立的行為による幇助の問題などにも、ほとんど触れることが
できなかった。これらの問題は今後の課題として、検討を加えていく必要がある。 
 
 
 
 
